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平成２９年６月１９日
水防法等の一部改正

平成２９年６月２０日
「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画

１．大規模氾濫減災協議会制度の創設

２．要配慮者利用施設における避難計画の作成等の義務化

３．浸水実績を活用した水害リスク情報の周知等

４．民間を活用した水防活動の円滑化

５．浸水拡大を抑制する施設等の保全

６．国等の技術力を活用した中小河川の治水安全度の向上 等
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（１）大規模氾濫減災協議会の設置

① 大規模氾濫減災協議会の設置

（２）円滑かつ迅速な避難のための取組

② 洪水時における河川管理者からの情報提供等（ホットラインの構築）

③ 避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（水害対応タイムライン）

④ 水害危険性の周知促進

⑤ ICTを活用した洪水情報の提供

⑥ 隣接市町における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等

⑦ 要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

⑧ 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成と周知

⑨ 水害ハザードマップの改良、周知、活用

⑩ 浸水実績等の周知

⑪ 防災教育の促進

⑫ 危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備

⑬ 決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫（危機管理型ハード対策）

⑭ 河川防災ステーションの整備

（３）的確な水防活動のための取組

⑮ 重要水防箇所の見直し及び水防資機材の確認

⑯ 水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組）

⑰ 水防訓練の充実

⑱ 水防団間での連携、協力に関する検討

⑲ 市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実

⑳ 市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実（耐水化、非常用発電等の整備）

（４）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等

浸水被害軽減地区の指定

（５）河川管理施設の整備等に関する事項

堤防等河川管理施設の整備（洪水氾濫を未然に防ぐ対策）

決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫（危機管理型ハード対策）

ダム再生の推進

樋門・樋管等の施設の確実な運用体制の確保

河川管理の高度化の検討

（6）減災・防災に関する国の支援

水防災社会再構築に係る地方公共団体への財政的支援

代行制度による都道府県に対する技術支援

適切な土地利用の促進

災害時及び災害復旧に対する支援

災害情報の地方公共団体との共有体制強化

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画取組一覧（32項目）
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阿南市 小松島市 那賀町 徳島県 気象台 四国地整

（１）大規模氾濫減災協議会の設置 規約改正 H30年度出水期 ○ ○ ○ ○ ○ ○
（２）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項
洪水時における河川管理者からの情報提供等（ホットラインの構築） 変更なし １－（２）－⑦ H32年度 ○ ○ ○ ○
避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（水害対応タイムライン） 変更なし １－（２）－① H32年度 ○ ○ ○ ○ ○ ○
水害危険性の周知促進 取組追加 １－（１）－⑩ H33年度 ○
ICTを活用した洪水情報の提供 項目追加 １－（１）－⑧ H32年度 ○ ○
隣接市町における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等 変更なし １－（２）－⑤ H32年度 ○ ○ ○ ○ ○

要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施 変更なし
１－（２）－①
２－（２）－②

H33年度 ○ ○ ○ ○ ○

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項
想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成と周知 変更なし １－（１）－① H32年度 ○ ○
水害ハザードマップの改良、周知、活用 変更なし １－（１）－③ H32年度 ○ ○ ○
浸水実績等の周知 取組追加 １－（１）－⑪ H33年度 ○ ○ ○ ○ ○
防災教育の促進 取組追加 １－（１）－⑫ H32年度 ○ ○ ○ ○ ○

③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項
危機管理型水位計、河川監視用カメラの整備 項目追加 １－（３）－③ H32年度 ○ ○

決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫（危機管理型ハード対策） 変更なし
１－（３）－②
２－（１）－⑥

H32年度 ○

河川防災ステーションの整備 変更なし ２－（１）－⑨ 実施済 ○ ○ ○ ○ ○
（３）的確な水防活動のための取組

①水防体制の強化に関する事項
重要水防箇所の見直し及び水防資機材の確認 変更なし ２－（１）－② H33年度 ○ ○ ○ ○
水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組） 取組追加 ２－（１）－④ H33年度 ○ ○ ○ ○
水防訓練の充実 変更なし ２－（１）－⑤ H32年度 ○ ○ ○ ○ ○
水防団間での連携、協力に関する検討 項目追加 ２－（１）－③ H33年度 ○ ○ ○

②市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項
市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報伝達の充実 項目追加 ２－（２）－④ HH33年度 ○ ○ ○
市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実（耐水化、非常用発電等の整備） 変更なし ２－（２）－④ H33年度 ○ ○ ○ ○ ○

（４）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組
排水施設、排水資機材の運用方法の改善及び排水施設の整備等 変更なし ３－② H33年度 ○ ○
浸水被害軽減地区の指定 取組追加 ２－（１）－⑩ H33年度 ○ ○ ○ ○ ○

（５）河川管理施設の整備等に関する事項

堤防等河川管理施設の整備（洪水氾濫を未然に防ぐ対策） 変更なし
１－（３）－②
２－（１）－⑥

H31年度 ○

決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫（危機管理型ハード対策） 変更なし
１－（３）－②
２－（１）－⑥

H32年度 ○

ダム再生の推進 変更なし
１－（３）－②
２－（１）－⑥

H30年度 ○

樋門・樋管等の施設の確実な運用体制の確保 項目追加
１－（３）－②
２－（１）－⑥

H33年度 ○ ○ ○

河川管理の高度化の検討 取組外
（6）減災・防災に関する国の支援

水防災社会再構築に係る地方公共団体への財政的支援 取組外
代行制度による都道府県に対する技術支援 取組外
適切な土地利用の促進 取組外
災害時及び災害復旧に対する支援 取組外
災害情報の地方公共団体との共有体制強化 取組外

緊急行動計画を受けての追加取組課題一覧

取組機関
取　　組　　課　　題 状況 取組番号 取組時期
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平成30年出水期までに、国及び都道府県管理河川の全ての対象河川において、水防法に基づく協議会を設置し、
全ての協議会において、概ね５年間の取組内容を記載した「地域の取組方針」をとりまとめ

那賀川・桑野川大規模氾濫に関する減災協議会 これまでの経緯及び今後の予定

平成28年５月31日
第１回協議会

平成28年６月30日
第１回幹事会

平成28年７月22日
第２回幹事会

・規約制定
・減災の目標設定

・取組状況の共有
・今後の取組（案）

・減災に係る取組方針
（原案）の確認

平成28年８月23日
第２回協議会

平成29年４月27日
第３回幹事会

・減災に係る取組方針
の決定

・県管理河川への拡大
に伴う協議会の対応
・取組状況の共有

平成29年５月29日
第３回協議会

・取組のフォローアップ

平成29年10月27日
第４回幹事会

平成30年４月26日
第５回幹事会

・水防法一部改正による
取組内容の修正

平成30年５月15日
第４回協議会

・取組状況の共有
・規約改正（案）の確認

・規約改正を経て那賀川水
系大規模氾濫に関する減災
対策協議会へ名称変更
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当協議会における要配慮者利用施設避難確保計画提出状況（協議会にて共有）
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防災教育の支援について

-
2
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-


